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短
め
の
プ
ロ
ロ
ー
グ

　

コ
ロ
ナ
禍
の
パ
ン
デ
ミ
ッ
ク
に
加
え
、

ロ
シ
ア
の
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
攻
に
起
因
す

る
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
コ
ス
ト
や
生
計
費
の
高

騰
で
、
市
民
生
活
が
圧
迫
さ
れ
て
い
る
。

　

欧
州
諸
国
と
て
例
外
で
は
な
い
。
そ

う
し
た
危
機
に
反
発
し
、
対
応
策
を
要

求
す
る
大
規
模
デ
モ
な
ど
抗
議
行
動
が

こ
の
と
こ
ろ
頻
発
し
て
お
り
、ス
ト
ラ
イ

キ
も
な
し
と
し
な
い
。
ま
た
、
厳
し
い
情

勢
下
、
団
体
交
渉
の
進
展
も
あ
る
。

　

今
回
の
テ
ー
マ
は
そ
の
抗
議
行
動
と

団
体
交
渉
の
二
点
に
絞
り
、直
近
半
年
ほ

ど
の
動
静
を
ふ
り
返
る
こ
と
に
し
た
い
。

大
規
模
デ
モ
の
展
開

　

は
じ
め
に
、
デ
モ
・
抗
議
行
動
の
波
に

つ
い
て
見
て
い
こ
う
。
ベ
ー
ス
は
欧
州
労

連（
E
T
U
C
）（
※
注
）の
情
報
で
あ
る
。

　

ま
ず
９
月
段
階
だ
が
、
合
計
13
件
に

の
ぼ
る
大
衆
行
動
の
展
開
が
把
握
で
き

る
。
た
と
え
ば
９
月
17
日
、
オ
ー
ス
ト
リ

ア
労
働
総
同
盟（
Ö
G
B
）が
、
高
騰
す

る
光
熱
費
や
物
価
に
抗
議
し
、
便
乗
的

に
増
大
す
る
当
該
企
業
利
益
を
問
題
視
、

是
正
を
迫
る
な
ど
し
て
全
土
で
デ
モ
を

展
開
し
た
と
あ
る
。

　

９
月
26
日
に
は
、
ド
イ
ツ
労
働
総
同

盟（
D
G
B
）が
、「
冷
え
た
社
会
よ
り
は

熱
い
秋
を
」と
銘
打
っ
て
、
異
常
な
イ
ン

フ
レ
に
反
対
す
る
全
国
規
模
の
デ
モ
を

展
開
。
翌
９
月
27
日
、
ル
ク
セ
ン
ブ
ル
ク

で
は
、
組
合
の
要
請
で
政
労
使
三
者
会

議
が
開
催
さ
れ
、
異
常
な
イ
ン
フ
レ
が

市
民
生
活
に
及
ぼ
す
負
の
イ
ン
パ
ク
ト

を
厳
し
く
抑
制
す
る
こ
と
で
合
意
し
て

も
い
る
。

　

10
月
に
入
る
と
、
こ
う
し
た
展
開
が

さ
ら
に
高
揚
す
る
。
各
国
で
合
計
1
 
0
 

1
件
に
の
ぼ
る
デ
モ
、
抗
議
行
動
な
ど

が
記
録
さ
れ
た
の
だ
。
同
じ
日
に
数
カ

国
で
大
規
模
デ
モ
や
抗
議
集
会
が
開
催

さ
れ
た
り
、２
週
間
に
及
ぶ
キ
ャ
ン
ペ
ー

ン
が
展
開
さ
れ
た
ケ
ー
ス
も
あ
っ
た
。

　

ベ
ル
ギ
ー
で
は
、
イ
ン
フ
レ
対
策
で

あ
る
自
動
的
賃
金
調
整
条
項
を
破
ろ
う

と
す
る
使
用
者
側
や
右
翼
政
党
に
対
し
、

ゼ
ネ
ス
ト
に
打
っ
て
出
て
い
る
。

　

10
月
18
日
に
は
、
フ
ラ
ン
ス
労
働
総

同
盟（
C
G
T
）と
労
働
者
の
力（
F
O
）

が
、
最
低
賃
金
を
含
む
大
幅
賃
上
げ
を

求
め
て
大
規
模
デ
モ
を
展
開
し
、
全
土

1
8
0
カ
所
で
約
30
万
人
が
参
加
、
首

都
パ
リ
で
は
７
万
人
が
参
集
し
て
お
り
、

数
度
に
わ
た
る
地
方
ス
ト
も
み
ら
れ
た
。

　

11
月
に
入
る
と
、
ブ
ル
ガ
リ
ア
の
首

都
ソ
フ
ィ
ア
で
は
、
国
会
議
事
堂
前
で

大
規
模
デ
モ
が
実
施
さ
れ
、「
物
価
は
上

が
る
」「
賃
金
は
上
が
ら
ず
」と
の
シ
ュ

プ
レ
ヒ
コ
ー
ル
で
、
イ
ン
フ
レ
対
策
、
賃

上
げ
を
訴
え
て
い
る
。

　

コ
ロ
ナ
禍
の
も
と
で
心
身
と
も
に
犠

牲
を
強
い
ら
れ
て
き
た
欧
州
全
域
の
保

健
看
護
エ
ッ
セ
ン
シ
ャ
ル
労
働
者
も
、

こ
の
間
、
要
員
補
充
や
大
幅
賃
上
げ
を

求
め
て
か
つ
て
な
い
抗
議
行
動
に
出
て

い
る
。
ポ
ル
ト
ガ
ル
、
イ
ギ
リ
ス
、
ス
イ

ス
、
オ
ラ
ン
ダ
、
ス
ペ
イ
ン
、
オ
ー
ス
ト

リ
ア
、
イ
タ
リ
ア
…
と
、
枚
挙
に
い
と
ま

欧
州
労
働
情
勢
の
一
端
に
つ
い
て

金
属
労
協（
J
C
M
）顧
問   

小
島
正
剛

（※注）欧州労連（ETUC）は、41カ国、93組織、欧州産別10組織、4500万人で構成。
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が
な
い
。

　

そ
し
て
12
月
に
は
、
イ
タ
リ
ア
の
両
総

同
盟（
C
G
I
L
と
U
I
L
）
が“
動
員

週
間
”に
入
っ
て
い
る
し
、
ベ
ル
ギ
ー
で

は
数
度
目
の
デ
モ
を
展
開
、「
わ
れ
わ
れ

は
止
ま
ら
な
い
」
と
発
信
し
て
い
る
の

が
印
象
的
で
あ
る
。

二
つ
の
行
動
プ
ッ
シ
ュ
要
因

　

こ
う
し
た
欧
州
諸
国
の
デ
モ
・
抗
議
の

展
開
を
見
る
と
き
、
関
連
す
る
二
つ
の
行

動
プ
ッ
シ
ュ
要
因
が
想
起
さ
れ
る
か
も

し
れ
な
い
。一
つ
は
９
月
に
E
T
U
C
が

E
U
に
提
出
し
た「
請
願
書
」
で
あ
り
、

も
う
一
つ
は
10
月
に
採
択
さ
れ
た「
欧
州

最
低
賃
金
指
令
」で
あ
る
。

　

以
下
、
そ
れ
ら
を
順
に
見
て
い
こ
う
。

■
E
T
U
C
の
請
願
書

　
「
請
願
書（
ペ
テ
ィ
シ
ョ
ン
）」は
、E

 
T
 

U
C
加
盟
組
織
の
総
意
で
あ
り
、行
動
方

針
で
も
あ
る
。

　

E
T
U
C
は
、「
請
願
書
」
を
提
出
す

る
に
あ
た
り
、
現
状
分
析
の
中
で
こ
う
述

べ
て
い
る
。「
現
下
の
イ
ン
フ
レ
の
原
因

は
労
働
者
の
賃
金
に
あ
る
の
で
は
な
く
、

労
働
者
は
そ
の
犠
牲
に
な
っ
て
い
る
。

物
価
は
高
騰
し
、
賃
金
の
価
値
は
下
落

し
て
い
る
」「
不
平
等
・
格
差
が
拡
大
し
、

と
く
に
低
賃
金
層
の
労
働
者
や
弱
い
立

場
の
人
び
と
が
最
も
厳
し
い
打
撃
を
受

け
て
い
る
」。

　

そ
う
指
摘
し
つ
つ
、「
生
計
費
危
機
対

策
、
労
働
者
を
益
す
る
経
済
建
設
が
必
須

の
要
件
」と
し
て
、
当
面
次
の
６
項
目
の

要
求
を
提
起
し
た
の
で
あ
っ
た
。

①
生
計
費
高
騰
に
見
合
う
賃
上
げ
を
実

施
し
、
生
産
性
向
上
の
公
正
な
分
配
を

保
障
し
、
あ
わ
せ
て
公
正
な
賃
金
や
持

続
可
能
な
経
済
を
達
成
す
る
最
善
の

方
策
と
し
て“
団
体
交
渉
”促
進
の
措

置
を
と
る
こ
と
。

②
エ
ネ
ル
ギ
ー
料
金
の
支
払
い
、
食
糧
確

保
、
家
賃
支
払
い
に
追
わ
れ
る
人
び
と

を
対
象
に
支
援
を
提
供
す
る
こ
と
。
食

糧
確
保
や
暖
房
完
備
の
住
居
確
保
は

人
権
問
題
で
あ
り
擁
護
さ
る
べ
き
で

あ
る
。
貧
困
層
が
社
会
の
縁
辺
に
追
い

や
ら
れ
て
は
な
ら
な
い
。

③
と
く
に
エ
ネ
ル
ギ
ー
料
金
、
水
道
・
電

気
料
金
の
上
限
設
定
と
、
エ
ネ
ル
ギ
ー

業
界
そ
の
他
企
業
の
過
度
な
利
益
へ

の
課
税
を
も
っ
て
、
当
面
す
る
危
機
下

で
の
投
機
を
防
止
す
る
。
加
え
て
食
糧

価
額
を
め
ぐ
る
投
機
を
防
止
す
る
こ

と
。

④
各
国
お
よ
び
E
U
レ
ベ
ル
で
現
下
の

危
機
に
対
応
し
、
製
造
業
・
サ
ー
ビ
ス

業
お
よ
び
公
共
部
門
に
お
け
る
所
得

と
雇
用
を
守
る
措
置
、
公
正
な
移
行

（
フ
ェ
ア
・
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ

ン
）に
対
応
す
べ
く
、
生
涯
保
障
型
の

措
置
を
講
ず
る
。

⑤
E
U
エ
ネ
ル
ギ
ー
市
場
の
改
革
が
必

須
で
あ
る
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
が
公
共
財
で

あ
る
こ
と
を
認
識
し
、
グ
リ
ー
ン
・
エ

ネ
ル
ギ
ー
へ
の
投
資
不
足
や
民
営
化

の
影
響
な
ど
、
現
下
の
危
機
の
要
因
分

野
へ
の
取
り
組
み
、
そ
の
た
め
の
投
資

を
考
慮
す
る
。

⑥
危
機
対
応
措
置
の
デ
ザ
イ
ン
や
そ
の

実
施
の
た
め
の
社
会
的
対
話（
ソ
ー

シ
ャ
ル
・
ダ
イ
ア
ロ
ー
グ
）の
場
に
労

働
組
合
の
席
を
設
け
る
こ
と
。

　

各
国
政
府
や
E
U
は
、現
下
の
危
機
に

対
し
座
し
て
動
か
ぬ
こ
と
は
で
き
な
い
。

利
上
げ
、
賃
金
凍
結
、
も
し
く
は
緊
縮
政

策
の
失
敗
へ
の
回
帰
、
な
ど
と
い
う
誤
っ

た
対
応
を
す
れ
ば
、
そ
の
代
償
は
ま
さ
に

“
破
滅
的
”で
あ
る
だ
ろ
う（
筆
者
要
約
）。

■
欧
州
最
低
賃
金
指
令

　

も
う
一
つ
の
要
因
は
、
10
月
の
E
U
閣

僚
理
事
会
が
最
終
的
に
採
択
し
た「
最
低

賃
金
指
令
」で
あ
る（
本
誌
2
0
2
2
年

秋
号
参
照
）。
加
盟
国
は
指
令
採
択
２
年

後
の
2
0
2
4
年
11
月
15
日
ま
で
に
こ

れ
を
国
内
法
で
施
行
す
る
の
だ
が
、
現
下

の
労
組
の
動
静
は
そ
れ
を
待
た
ず
、
指
令

の
示
す
欧
州
社
会
の
方
向
性
に
裏
打
ち

さ
れ
て
の
展
開
と
も
分
析
さ
れ
る
の
で

あ
る
。

　

こ
の
指
令
は
、
端
的
に
い
え
ば
、
①「
団

体
交
渉
の
推
進
」
と
、
②「
法
定
最
賃
設

定
の
枠
組
み
」に
つ
い
て
の
２
分
野
か
ら

な
っ
て
い
る
。
要
約
し
て
み
よ
う
。

〇
E
U
加
盟
国
は
、団
体
交
渉
を
促
進
し
、

組
合
潰
し
を
防
止
す
る
よ
う
求
め
ら

れ
る
。
ま
た
団
体
交
渉
の
適
用
対
象
が

80
％
未
満
の
国
は
、
団
体
交
渉
を
支

援
す
る
具
体
的
行
動
計
画
を
建
て
る
。

（
備
考
：
団
体
協
約
の
適
用
下
に
あ
る
労
働

者
は
、
デ
ン
マ
ー
ク
、
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
、
ス
ペ

イ
ン
が
80
％
以
上
、オ
ー
ス
ト
リ
ア
、ベ
ル
ギ
ー

は
90
％
を
上
回
る
が
、
オ
ラ
ン
ダ
は
75
％
、

ド
イ
ツ
50
％
な
ど
、
大
半
の
国
は
80
％
未
満

で
あ
る
ー
E
T
U
C
調
べ
）

〇
公
共
の
調
達
契
約
に
際
し
て
は
、
当
該

フランスのメッツ市でのフランス労働総同盟
（ＣＧＴ）と労働者の力（ＦＯ）による大規模デモ
（2022年10月18日、写真：Shutterstockより）
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企
業
は
I
L
O
第
87
号
条
約
お
よ
び

第
98
号
条
約
に
沿
っ
て
、
結
社
の
自

由
や
団
体
交
渉
の
権
利
を
遵
守
す
る
。

〇
加
盟
各
国
は
、
デ
ィ
ー
セ
ン
ト
な
生
活

水
準
の
維
持
に
十
分
な
最
賃
確
立
の

た
め
、
購
買
力
や
生
計
費
を
考
慮
し
つ

つ
労
使
ソ
ー
シ
ャ
ル
・
パ
ー
ト
ナ
ー
と

の
協
議
に
よ
り
、
法
定
最
賃
の“
適
格

性
”を
確
認
せ
ね
ば
な
ら
な
い
。
最
賃

設
定
の
指
標
基
準
は
、「
中
位
賃
金
水

準
の
60
％
」、
ま
た
は「
平
均
賃
金
水
準

の
50
％
」と
す
る
、

な
ど
で
あ
る
。

（
備
考
：
こ
の
最
賃
指
令
が
各
国
で
発
効
す

る
と
、低
所
得
層
の
約
2
5
0
0
万
人
が
そ

の
恩
恵
に
浴
す
る
と
E
T
U
C
は
推
計
し

て
い
る
。E
U
加
盟
27
カ
国
中
法
定
最
賃
制

度
を
持
つ
の
は
21
カ
国
、
持
た
ぬ
国
は
以
下

の
６
カ
国
で
あ
る
。オ
ー
ス
ト
リ
ア
、キ
プ
ロ

ス
、
デ
ン
マ
ー
ク
、
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
、イ
タ
リ

ア
、ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
。た
だ
し
持
た
ぬ
国
で
も
、

労
使
交
渉
、三
者
会
議
、専
門
家
会
議
の
提
言

な
ど
を
通
じ
、最
賃
設
定
が
な
さ
れ
て
い
る
）

　

ち
な
み
に
、
そ
の
後
、
指
令
を
め
ぐ
っ

て
は
、
指
令
案
採
択
に
反
対
票
を
投
じ
た

デ
ン
マ
ー
ク
政
府
に
動
き
が
あ
っ
た
。

　

同
国
政
府
は
、
12
月
19
日
、
指
令
の
撤

回
を
求
め
て
E
U
裁
判
所
に
提
訴
す
る

意
向
を
表
明
し
た
の
で
あ
る
。「
指
令
は
、

E
U
が
加
盟
国
内
の
賃
金
設
定
に
は
関

与
し
な
い
と
す
る
E
U
条
約
に
反
す
る
」

と
し
、「
伝
統
的
に
培
っ
て
き
た
労
働
モ

デ
ル
、
す
な
わ
ち
賃
金
は
労
使
交
渉
で

決
定
す
る
モ
デ
ル
と
は
相
反
す
る
」
と

し
た
の
で
あ
っ
た
。

　

こ
れ
に
対
し
、
E
U
委
員
会
は
、「
デ

ン
マ
ー
ク
・
モ
デ
ル
を
尊
重
す
る
」と
し

つ
つ
、「
指
令
は
貴
国
に
最
賃
の
法
制
化

を
強
要
す
る
も
の
で
は
な
い
」
と
応
じ

て
お
り
、今
後
の
動
き
が
注
目
さ
れ
よ
う
。

　

ま
た
、
ブ
ル
ガ
リ
ア
議
会
は
、
す
で
に

去
る
１
月
、
指
令
に
沿
っ
て
法
定
最
賃
を

「
平
均
賃
金
水
準
の
50
％
」と
す
る
こ
と

を
議
決
し
て
い
る（
2
0
2
4
年
実
施
）。

団
体
交
渉
の
進
展
を
見
る

　

こ
の
半
年
間
に
は
、
団
体
交
渉
分
野

の
進
展
も
あ
っ
た
。
こ
こ
で
は
、
代
表
例

と
し
て
昨
秋
の
ド
イ
ツ
金
属
労
組（
I
G

メ
タ
ル
）の
そ
れ
に
注
目
し
た
い
。
そ
れ

は
、
翌
年
の
経
済
成
長
マ
イ
ナ
ス
予
測

が
懸
念
さ
れ
る
中
で
の
交
渉
で
あ
っ
た

か
ら
だ
。

　

周
知
の
よ
う
に
、
I
G
メ
タ
ル
の
交
渉

方
式
は
、
全
土
20
ほ
ど
の
地
域
本
部
が
そ

れ
ぞ
れ
取
り
組
む
同
時
期
交
渉
が
基
本

で
あ
っ
て
、
毎
回
先
行
す
る
地
本
が
現

れ
る
。

　

今
次
交
渉
で
は
、南
西
部
の
バ
ー
デ
ン・

ヴ
ュ
ル
テ
ン
ベ
ル
ク
地
本
が
そ
の
先
導 

役
を
果
た
し
た
の
で
あ
っ
た
。I
G
メ
タ

ル
の
当
初
要
求
は
賃
上
げ
８
％
で
、１
年

協
約
。こ
れ
に
対
し
て
経
営
側
は
、「
ゼ

ロ
回
答
」と
い
う
強
硬
姿
勢
で
対
峙

し
た
た
め
に
、
交
渉
は
難
航
し
前
後

５
回
の
交
渉
ラ
ウ
ン
ド
、
そ
の
間
一

連
の
警
告
ス
ト
を
交
え
て
の
交
渉

と
な
っ
て
２
カ
月
に
及
ん
だ
。

　

こ
う
し
て
11
月
18
日
、
労
使
合
意

が
成
立
す
る
。
賃
上
げ
は
8
・
5
％
、

２
年
協
約
で
あ
っ
た
。
賃
上
げ
実
施 

は
2
0
2
3
年
６
月
よ
り
5
・2
％
、

2
0
2
4
年
５
月
よ
り
3
・
3
％
の

引
き
上
げ
で
あ
る
。
加
え
て
、
非
課

税
の
一
時
金
3
0
0
0
ユ
ー
ロ（
約 

42
万
円
）の
支
給
に
合
意
、
こ
れ
も

２
度
に
分
割
、2
0
2
3
年
、
2
 
0
 

2
4
年
の
そ
れ
ぞ
れ
３
月
に
支
給
さ

れ
る
。

　

こ
の
妥
結
内
容
は
、
約
3
9
0
万

人
の
金
属
・
電
機
労
働
者
の
ベ
ン
チ

マ
ー
ク
と
な
る
。他
の
地
本
は
無
論
、

未
組
織
労
働
者
に
も
一
定
の
波
及
効

果
が
及
ぶ
か
ら
だ
。

　

な
お
、
周
知
の
通
り
、I
G
メ
タ
ル
は

別
枠
で
鉄
鋼
の
産
別
交
渉
に
も
取
り
組

ん
で
い
る
。
ま
た
、
自
動
車
の
フ
ォ
ル
ク

ス
ワ
ー
ゲ
ン
は
、
歴
史
的
・
例
外
的
に
企

業
別
交
渉
と
な
っ
て
お
り
、
今
次
交
渉
は

11
月
23
日
に
妥
結
、
金
属
・
電
機
産
業
と

の
同
内
容
で
２
年
協
約
が
締
結
さ
れ
た
。

対
象
組
合
員
は
12
万
5
0
0
0
人
で
あ

る
。

　

I
G
メ
タ
ル
の
妥
結
結
果
は
、「
企
業

に
と
っ
て
か
な
り
厳
し
く
、
組
合
に
は
比

較
的
寛
容
」と
の
現
地
評
も
あ
る
が
、
今

後
更
な
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
コ
ス
ト
高
騰
の

際
に
は
再
度
交
渉
を
持
つ
旨
の
合
意
を

し
て
い
る
こ
と
を
付
記
し
て
お
き
た
い
。

　

ち
な
み
に
イ
ン
フ
レ
は
10
月
に
10
・

4
％
と
最
高
値
を
記
録
し
た
。
12
月
に
は

8
・
6
％
に
落
ち
て
、
年
率
8
・
4
6
％
と

下
降
傾
向
を
見
せ
て
は
い
る
が
、
予
断
は

ＩＧメタルによる2022年11月16日警告ストの様子（Copyright = Photo: IG Metall/Markus Scholz）
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欧州労働情勢の一端について

許
さ
な
い
。
政
府
は
家
計
の
光
熱
費
の

一
部
負
担
を
実
施
、
組
合
や
市
民
の
要

請
に
応
え
て
い
る
。

　

な
お
、
他
の
諸
国
で
は
団
交
が
イ
ン
フ

レ
高
騰
の
前
に
終
わ
っ
て
い
る
例
も
あ

り
、
現
下
の
イ
ン
フ
レ
が
賃
上
げ
分
を
浸

蝕
し
、
な
お
上
回
る
ケ
ー
ス
も
多
い
。
そ

の
た
め
困
難
を
承
知
の
上
で
の
対
応
策

が
求
め
ら
れ
る
の
も
道
理
で
あ
ろ
う
。

止
ま
ら
な
い
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

　

こ
こ
で
、
前
半
で
言
及
し
た
全
国
規
模

の
ス
ト
や
抗
議
行
動
の
動
向
に
、
も
う
一

度
目
を
向
け
て
み
よ
う
。

　

年
も
明
け
た
１
月
、
イ
ギ
リ
ス
で
は
年

末
に
引
き
続
き
、
要
員
不
足
解
消
や
大

幅
賃
上
げ
を
要
求
し
て
、
国
民
医
療
制
度

（
N
H
S
）で
史
上
初
と
い
う
10
万
人
規

模
の
全
国
ス
ト
が
２
度
に
わ
た
っ

て
展
開
さ
れ
て
い
る
。

　

フ
ラ
ン
ス
で
は
、
年
金
改
革
法

案（
受
給
年
齢
62
歳
を
段
階
的
に

64
歳
へ
、な
ど
）に
反
対
し
、
労

組
こ
ぞ
っ
て
の
大
規
模
デ
モ
が

展
開
さ
れ
た
。
同
法
案
に
は
国

民
の
65
％
が
反
対
で
あ
る
。
背
景

に
は
社
会
格
差
拡
大
や
、
現
政
権

の
富
裕
層
優
遇
策
な
ど
の
経
済

政
策
が
あ
る
と
指
摘
さ
れ
て
い

る
。
執
筆
時
点
の
３
月
７
日
に
は

６
回
目
の
年
金
デ
モ
が
あ
り
、
全

土
で
市
民
を
含
む
3
5
0
万
人

が
ス
ト
や
デ
モ
に
参
加
し
て
い

る
。
そ
れ
で
も
マ
ク
ロ
ン
政
権
は

強
行
採
決
に
走
る
と
も
い
わ
れ
、

社
会
的
混
乱
は
不
可
避
の
よ
う

だ
。

　

ま
た
イ
ギ
リ
ス
で
は
、
２
月
に

過
去
10
年
で
最
大
規
模
の
50
万

人
ス
ト
が
全
土
で
展
開
さ
れ
て
い
る
。

そ
の
も
う
一
つ
の
背
景
に
は
、
ス
ト
の

波
を
受
け
る
保
守
党
政
権
が
、
公
共
部

門
の
最
低
限
サ
ー
ビ
ス
・
レ
ベ
ル（
保
健
、

教
育
、
消
防
救
急
、
運
輸
な
ど
）の
ス
ト

権
規
制
法
案
策
定
の
動
き
に
傾
斜
し
て

い
る
こ
と
が
あ
る
。
イ
ギ
リ
ス
労
組
会

議（
T
U
C
）
は「
基
本
権
で
あ
る
ス
ト

権
の
規
制
よ
り
は
労
組
と
の
対
話
を
」

と
強
く
求
め
て
い
る
と
こ
ろ
だ
。

短
め
の
エ
ピ
ロ
ー
グ

　

以
上
、
欧
州
労
働
情
勢
の
一
端
を
垣
間

見
て
き
た
。直
近
６
カ
月
間
の
動
向
だ
が
、

そ
れ
で
も
そ
こ
に
は
諸
課
題
に
直
面
す

る
労
働
組
合
が
、
組
合
と
し
て
当
た
り
前

の
こ
と
を
当
た
り
前
に
、
し
か
も
レ
ジ
リ

エ
ン
ト
に
取
り
組
む
姿
が
浮
上
す
る
。

　

蛇
足
な
が
ら
、
そ
れ
は
、
欧
州
社
会
民

主
勢
力
が
標
榜
し
て
き
た“
社
会
的
欧
州

（
ソ
ー
シ
ャ
ル
・
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
）”の
建
設

に
向
け
て
、
そ
の
先
導
役
を
粛
々
と
、
と

き
に
応
じ
て
は
激
し
く
果
た
し
つ
つ
あ
る

と
い
う
こ
と
な
の
で
あ
ろ
う
。　

（
備
考
）こ
の
間
、
E
U
レ
ベ
ル
で
は
、﹁
欧
州

労
使
協
議
会（
E
W
C
）
指
令
﹂
改
定
の
動

き
な
ど
も
見
ら
れ
た
が
、
別
の
機
会
に
ゆ
ず

り
た
い
。

（
了
）

（
2
0
2
3
年
３
月
８
日
記
）

︵
追
補
︶

　

脱
稿
し
て
ま
も
な
く
、
数
ヵ
月
に
及
ん

で
展
開
さ
れ
た
イ
ギ
リ
ス
の
国
民
医
療

制
度（
N
H
S
）関
係
労
組
の
抗
議
デ
モ

や
ス
ト
に
新
た
な
動
き
が
あ
っ
た
。

　

去
る
３
月
14
日
、
政
府
と
関
係
労
組
と

の
交
渉
が
、
暫
定
合
意
に
至
っ
た
と
の
報

が
入
っ
た
の
で
あ
る
。合
意
案
は
明
年
４

月
ま
で
の
１
年
協
約
で
、
賃
上
げ
５
％
と

い
う
内
容
で
あ
る
。
大
半
の
組
合
が
こ
れ

を
受
け
入
れ
る
よ
う
組
合
員
に
提
案
す

る
と
い
う
。

　

新
協
約
が
成
立
す
れ
ば
、
約
1
0
0
万

人
の
看
護
保
健
サ
ー
ビ
ス
関
係
労
働
者

が
適
用
対
象
に
な
る
。
た
だ
、
組
合
員
が

容
易
に
暫
定
合
意
を
受
け
入
れ
る
か
は

予
断
を
許
さ
な
い
と
の
現
地
評
も
あ
り
、

今
後
の
動
向
が
注
目
さ
れ
よ
う
。

（
３
月
15
日
記
）

●金属労協顧問

小島正剛 こじま・せいごう
６０年ＩＭＦ（国際金属労連）日本事務
所に入職以来、金属労協事務局長代理、
同国際局長、同副議長（国際委員長）（以
上 IMF との兼務）、ＩＭＦ地域代表を
務めるなど国際労働運動一筋。９８年
金属労協顧問に。日本労働ペンクラブ
前代表代理他。主要著書「グローバル
連帯 落穂拾い」他。

インダストリオールとインダストリオール・
ヨーロッパ労働組合は合同でウェビナーを
開催し、「不平等の拡大や生活費危機と闘
う」と訴えた（2022年10月15日、写真：
インダストリオール提供）


